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熱板 を薄肉化 して走行する紙シー トに対する熱伝達効率を向上させ設定温度に対する応答性を向上させ
ると共に、熱板の上面と下面との温度差による熱板の熱変形 を抑えることができるよ にする両面段
ボールシー ト製造用熱板及びダブルフェーサを提供する。帯状の片面段ボールシー トとライナとを貼合
して両面段ボールシー トを製造するダブルフェーサに備え られ、重ね合わせて糊付 げされた片面段ボー
ルシー トとライナとが上面側を走行するよ に水平に備え られる、両面段ボールシー ト製造用熱板は、
熱板木 (3 1)の下面側に、熱板本体 ( 3 1 )の巾方向に延びて熱板本体 ( 3 1 )と一体に結合 された熱膨張可
能な リブ( 3 2 )を備えて ると共に、熱板本体 ( 3 1 )及びリブ( 3 2 )の温度を個別に制御する温度制御手段
を備えて る。



明 細 書

発明の名称 : 両面段ボールシー ト製造用熱板及びダブルフエーサ

技術分野
０００ 本発明は、両面段ボールシー トを製造するダブルフェーサに装備する熱板

及びこの熱版を備えたダブルフェーサに関するものである。

背景技術

０００ 段ボールシー トを製造するコルゲータでは、シングルフェーサにおいて、

ライナと段繰 りされた中芯 とを糊付けして片面段ボールシー トを形成 し、ダ

ブルフェーサにおいて、この片面段ボールシー トにさらに表ライナを糊付け

して両面段ボールシー トを形成する。ダブルフェーサにおける糊付けの際に

は、糊付け直前にプレヒータによって片面段ボールシー ト及び表ライナを予

め加熱 し、糊による接着を行なっている。

０００3 例えば、図 8 は一般的なダブルフェーサの一例を示す側面図である。図 8

に示すように、上流の図示 しないシングルフェーサによって、ライナ (裏ラ

イナ ) 「と中芯 2 とを糊付けされて形成された片面段ボールシー ト3 は、プ

レヒータ 「 「で予熱され、糊付装置 「 2 で中芯 2 の段頂部に生澱粉液が塗布

された後、ダブルフェーサ 「０に送 られる。一方、表ライナ は、ミルロー

ルスタン ド2 ０に装着された口一ル原紙 Aから繰 り出され、プレヒータ 「

3 で予熱された後、ダブルフェーサ 「０に送 られる。

０００ ダブルフェーサ 「０は、水平な加熱面を形成するため複数の熱板 「 A を

水平方向に直列に並べられてなる熱板群 「 を備え、片面段ボールシー ト3

と表ライナ とが重ね合わされて熱板群 「 ｱを走行する。熱板群 「 は、

図 9 に示すように、適宜の手段で加熱用蒸気が供給 される蒸気室 2 「を有 し

、その上面 2 「 a は重ね合わされた片面段ボールシー ト3 及び表ライナ (

以下 「紙シー ト A」 という。 ) に対する放熱面を形成 し、紙シー ト Aは

熱板上面 2 「 a から受熱 して加熱される。

０００ 図 8 に示すように、熱板群 「 の上方には、この熱板群 「 の下流側にわ



たって、上ベル トコ ンベア 「 6 と下ベル トコ ンベア 「 7 とが配設される。熱

板群 「 ｱ方の上ベル トコ ンベア 「 6 の背面側には、エア加圧装置又は口一

ル等によって片面段ボールシー ト3 及び表ライナ を上方から加圧する加圧

装置 「 が設けられている。なお、 「平面度」 とは、平面でなければならな

い機械部分の表面の幾何学的平面からの狂いの大きさであり、指定 された測

定面内で、その面上のすべての点が、面の代表平面に平行な二つの平面内に

あり、かつ、この平面の間の距離が最小となるときの二つの面の間の距離で

表 したものである。

加圧装置 「 及び熱板群 「 の下流側には下ベル トコ ンベア 「 7 を背面か

ら支持する下口一ル群 「 8 と、上ベル トコ ンベア 「 6 の背面に配置された上

口一ル群 「 9 とが設けられ、紙シー トを上口一ル群 「 9 で加圧 しながら上下

ベル トコ ンベア 「 6 及び 「 7 で挟持 し搬送する。

０００ ダブルフェーサ 「０の熱板群 「 と加圧装置 「 との間に導入された紙シ

ー トは、上口一ル群 「 9 で上方から加圧されながら熱板群 「 ｱを走行 し、

熱板群 「 から加熱される。紙シー ト A は、熱板群 「 から加熱されるこ

とによ り、片面段ボールシー ト3 の中芯 2 の段頂部に塗布された生澱粉液が

糊化され、その接着力で接着され、両面段ボールシー ト が製造 される。な

お、紙シー ト A は、例えば 3 ０O 分もの高速で走行するため、ダブル

フェーサの走行面を数秒で通過する。

０００ こう して製造 された両面段ボールシー ト は上ベル トコ ンベア 「 6 及び下

ベル トコ ンベア 「 7 によ り上下から挟持されて搬送され、後エ程に搬出され

る。

ところで、熱板群 「 の蒸気室 2 「内に供給 される加熱用蒸気は、通常 「

０～「・ 3 P a の飽和蒸気圧で、 「 8 ０～「 9 。０Cの温度であり、熱板

群 「 ｱの紙シー ト A に対する供給熱量及び加圧力によって、紙シー ト

Aの接着力がコ ン トロールされており、上記供給熱量又は加圧力の不足は接

着力の低下を招き、逆に供給熱量又は加圧力の過大は、段つぶれ等の両面段

ボールシー ト の品質低下を招 く。



０００8 また、熱板群 「 は、通紙する最大巾に相当する巾をもつ必要があるため

、通常 「 9 ００～2 6 ０O の長さとなる。 さらに、熱板群 「 は、紙シ

ー ト A に均一に熱を供給する必要があるため、平面度が高精度 ( ０・ 「

以内) である必要がある。また、蒸気室 2 「は内部に供給する蒸気の圧力

( 「・ ０～「・ 3 P a ) に耐える強度が必要なので、通常、各熱板 「 A

は、 3 O 程度の厚肉の隔壁 (剛性 ) とする必要がある。

０００ このように熱板 「 A の隔壁を厚肉にすると、蒸気室 2 「内の蒸気から紙

シー ト Aへの熱伝導効率が低下 し、熱板隔壁の温度が所定の温度域から外

れてしまった場合に熱量不足や熱量過多が生 じるが、このような温度変化に

対する抑制は困難である。そこで、この対策 として、従来の熱板 「 A では

、熱板隔壁の熱容量を極めて大きいものにして熱板隔壁の温度変化自体が生

じ難 くなるように、肉厚 「 ０ 程度の鋳鉄で熱板隔壁を構成 している。

０００ このような対策の場合、紙シー ト A の貼合速度や紙シー ト A を構成す

る紙種の変化に伴 う急激な温度上昇又は温度下降の要求に対 して、応答性が

悪いという課題があった。 この結果、片面段ボールシー ト3 と表ライナ と

の接着部が熱量過多による過乾燥状態又は熱量不足による未乾燥状態とな り

、その結果、擬似接着等の接着不良が発生 したり、製造 した後の段ボール紙

に反 りが発生 したりする等の課題が生 じていた。また、応答性が悪いと、紙

シー ト A の走行速度を高速化できず、生産性が向上 しないという課題も生

じる。

００ なお、紙シー ト A の加熱温度の調整は、加圧装置 「 の紙シー ト A に

対する加圧力を変更 して、紙シー ト A と熱板上面との接触熱伝達率を調整

することによっても行なわれるが、加熱温度の調整を加圧力に頼ると、加圧

力を小さな状態から大きな状態まで調整することが必要にな り、大きな加圧

力を紙シー ト A に加えよう とすると、加圧装置 「 を構成する部材の紙巾

方向の榛みが発生 し、この影響で紙シー ト A に紙巾方向に均一な加圧力を

付与することが困難となる。 このような圧力不均一は紙巾方向の温度不均一

となって、紙シー ト A に反 りを発生させる原因とな り、生産される両面段



ボールシー ト の品質を低下させるという課題が発生する。

００ また、熱板 「 A を、蒸気室 2 「内部の圧力に耐える強度を確保できる範

囲で薄肉化 した場合、強度的な課題は発生 しないが、熱板 「 Aの上面側は

紙シー ト A を加熱 した分だけ温度低下するため、この温度低下する熱板の

上面側と、このような温度低下のない熱板の下面側との温度差によって、図

「０に示すように、熱板 「 Aが紙シー ト Aによ り熱を奪われない下側に

凸に反 り変形することにな り、紙シー ト Aの巾方向に反 りを発生 させる原

因とな り、やはり、生産される両面段ボールシー ト の品質を低下させると

いう課題が発生する。

００ 3 そこで、特許文献 「の明細書及び図面には、かかる課題に対処するため、

熱板の肉厚内に多数の熱媒体供給孔を並設することによ り、熱媒体供給孔か

ら通紙走行面までの隔壁の薄肉化を図り、これによって通紙走行路側への熱

放散効率を高めかつ均一化 し、かつ加熱調整を容易にした熱板構造が開示さ

れている。特許文献 「の第 図には熱板の下面側に複数の補強 リブを付設 し

た熱板構造が開示されている。

００ また、特許文献 2 には、熱板を薄肉化すると共に、熱板の下面側に熱板の

熱変形を抑制する多数のステーを設けて、このステーの剛性によって薄肉化

による熱板の反 り変形を防止する技術が開示されている。

さらに、特許文献 3 には、熱板の肉厚内に多数の熱媒体供給孔を並設する

ことによ り、熱媒体供給孔から通紙走行面までの隔壁の薄肉化を図ると共に

、熱板の下面側に複数のリブを付設 し、このリブにも熱媒体供給孔を設け、

熱板の熱媒体供給孔から熱板内部に供給する熱媒体をリブの熱媒体供給孔か

ら熱板内部にも供給するようにして、熱板 と共にリブについても温度調整で

きるようにした技術が開示されている。

特許文献 : 実開平 2 号の明細書及び図面 (第 図)

特許文献 : 米国特許第 「 7 3 9 号公報

特許文献3 米国特許第 1 3 号公報

発明の開示



発明が解決 しようとする課題

００ 前記の特許文献 2 の技術は、ステーを介 して熱板を構造物に固定すること

にょり、熱板 自体が熱変形 しょぅとするのを規制するものであるが、構造物

及びステーといった変形規制部材を極めて強固なものにする必要がある上に

、例え変形規制部材を強固なものにしても変形規制部材自体が熱変形するた

め、熱板の様々な状況下での熱変形に対 して対応するには、その都度、ステ

ーとの結合状態の調整等を要 し、熱板の熱変形を確実に阻止することは困難

である。

００ この点で、前記の特許文献 「， 3 の技術は、熱媒体を用いて熱板の温度を

調整することにょり、熱板 自体が熱変形 しないょぅにするものであり、変形

規制部材を用いて強引に熱板の熱変形を阻止 しょぅとするょりも無理がな く

、熱板の温度応答性を高めながらも熱板の反 り変形を生 じないょぅにすると

いぅ観点からは、有効な技術である。

特に、特許文献 3 の技術は、熱板の内部に熱媒体を通過させることにょり

、熱板の厚み方向の温度分布を均一にして熱板の反 り変形の発生を抑え、リ

ブの内部にも熱板に供給するものと同様な熱媒体を通過させることにょり、

リブの温度を熱板の温度に一致させて、リブの温度と熱板の温度との差にょ

る熱板の変形を抑制することができる。

００ しかしながら、紙シー トはその種類に応 じて吸熱特性が異なるため紙シー

トにょる熱板の熱の奪われ方も異な り、紙シー トの走行速度や紙シー トの加

熱設定温度等にょっても、熱板の紙シー トにょる熱を奪われ方が変化する。

また、熱板本体と リブの熱境界条件が異なるため、熱板本体と リブに供給す

る熱媒体の温度を状況に応 じて変更する必要がある。特許文献 3 の技術では

、熱板の内部を流通 させる熱媒体の温度及び熱媒体の流通速度等に頼ってし

か熱板の厚み方向の温度分布を均一にする術がないので、種々の状況下で熱

板の厚み方向の温度分布を均一にすることは不可能である。 したがって、熱

板の反 り変形の発生を十分な程度まで確実に抑制 しぅるものではない。

００ 8 本発明は、かかる課題に鑑み創案されたもので、熱板を薄肉化 して熱板上



面を走行する紙シー トに対する熱伝達効率を向上させ設定温度に対する応答

性を向上させるとともに、熱板の紙シー ト接触面 (ｱ面 ) と反対面 ( 面 )

との温度差による熱板の熱変形を、様々な状況下で許容範囲内に抑えること

ができるようにして、熱板の熱変形に起因した両面段ボールシー トの反 り変

形を抑えることができるようにした、両面段ボールシー ト製造用熱板及びダ

ブルフェーサを提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

００ ｱ記目標を達成するため、本発明の両面段ボールシー ト製造用熱板は、帯

状の片面段ボールシー トとライナとを貼合 して両面段ボールシー トを製造す

るダブルフェーサに備えられ、重ね合わせて糊付けされた前記片面段ボール

シー トと前記ライナとが上面側を走行するように水平に備えられる、両面段

ボールシー ト製造用熱板であって、前記熱板の木体の下面側に、前記熱板本

体の巾方向に延びて前記熱板本体と一体に結合 された熱膨張可能な リブが備

えられると共に、前記熱板本体及び前記 リブの温度を個別に制御する温度制

御手段が備えられていることを特徴 としている。

０００ 前記 リブは、前記熱板本体の下面側に互いに離間して平行に複数設けられ

、前記複数の前記 リブの鉛直方向断面二次モ一メ ン トの総和は、これに対応

する前記熱板本体の鉛直方向断面二次モ一メ ン トよ りも大きく設定 されてい

ることが好ましい。

前記 リブの鉛直方向長さは、前記熱板本体の厚みの 2 倍以上であることが

好ましい。

００ また、前記熱板本体と前記 リブとは、一体に鋳造 されて形成されているこ

とが好ましい。

さらに、前記温度制御手段は、前記熱板本体の内部及び前記 リブの内部に

それぞれ配設され熱媒体が流通する熱媒体流路と、前記熱板本体及び前記 リ

ブのそれぞれの前記熱媒体流路に、前記熱媒体を給排する熱媒体給排装置と

を備え、前記熱媒体給排装置は、前記熱媒体の供給状態を調整することによ

り前記熱板本体及び前記 リブの温度を個別に制御可能であることが好ましい



００ この場合、前記熱媒体は蒸気であって、前記熱媒体給排装置は、前記熱媒

体流路に前記蒸気を供給する蒸気供給路と、前記蒸気供給路から前記熱板本

体の前記熱媒体流路に供給する前記蒸気の圧力を調整する第 「の圧力調整弁

と、前記蒸気供給路から前記 リブの前記熱媒体流路に供給する前記蒸気の圧

力を調整する第 2 の圧力調整弁 と、をそなえていることが好ましい。

００ 3 また、前記温度制御手段には、前記両面段ボールシー トの資材条件及び生

産条件と、前記資材条件及び前記生産条件に対 して前記両面段ボールシー ト

の反 り変形を抑止するのに最適な前記熱板本体と前記 リブとの各目標温度と

の対応関係を記憶 したデータベースが接続され、前記温度制御手段は、前記

資材条件及び前記生産条件を人力すると前記データベースに記憶 された前記

対応関係から前記各目標温度を設定する目標温度設定手段と、前記目標温度

設定手段によ り設定 された前記各目標温度に基づいて、前記熱板本体及び前

記 リブの温度をそれぞれ調整する温度調整手段と、を備えていることが好ま

しい。

００ この場合、前記熱板木体及び前記 リブの温度をそれぞれ検出する温度検出

手段を備え、前記温度制御手段は、前記温度検出手段によ り検出された前記

熱板本体及び前記 リブの温度に基づいて、前記熱板本体及び前記 リブの温度

が前記各目標温度に近づく ようにフィー ドバック制御を実施することが好ま

しい。

００ 或いは、前記温度制御手段には、前記熱板本体の反 り変形に対応する変形

量と、前記熱板本体の変形量を前記熱板本体の反 り変形を抑止する目標値に

近づけるのに最適な前記熱板本体および前記 リブに関する各温度若 しくは各

温度操作要素の制御量との対応関係を記憶 したデータベースが接続されると

共に、前記熱板本体の変形量を検出する熱板変形量検出手段を備え、前記温

度制御手段は、前記データベースに記憶 された対応関係を用いて、前記熱板

変形量検出手段によ り検出された前記熱板木休の変形量に基づいて前記熱板

本体の変形量が前記目標値に近づける前記各温度若 しくは前記制御量によっ



て前記熱板及び前記 リブの温度を制御することが好ましい。

００ また、前記熱板本体の変形量を検出する熱板変形量検出手段を備え、前記

温度制御手段は、前記熱板変形量検出手段によ り検出された前記熱板本体の

変形量が予め設定 された目標値に近づく ように前記熱板及び前記 リブの温度

をフィー ドバック制御することも好ましい。

００ 或いは、前記温度制御手段には、前記両面段ボールシー トの資材条件及び

生産条件と、前記資材条件及び前記生産条件に対 して前記両面段ボールシー

トの反 り変形を抑止するのに最適な前記熱板本体及び前記 リブに関する各温

度操作要素の制御量との対応関係を記憶 したデータベースが接続されると共

に、前記資材条件及び前記生産条件を人力すると前記データベースに記憶 さ

れた前記対応関係から前記各温度操作要素の制御量を設定する制御量設定手

段と、前記制御量設定手段によ り設定 された前記各制御量に基づいて、前記

熱板本体及び前記 リブの前記各温度操作要素をそれぞれ制御する温度操作要

素制御手段と、を備えていることが好ましい。

００ 8 そして、本発明のダブルフェーサは、請求項 「～9 の何れか 「項記載の両

面段ボールシー ト製造用熱板をそなえたことを特徴 としている。

発明の効果

００ 本発明の両面段ボールシー ト製造用熱板及びこれを供えたダブルフェーサ

によれば、熱板本体の下面側に備えられる リブの剛性が熱板本体の反 り変形

を抑制する。特に、リブは熱膨張可能であって、このリブと熱板本体とを個

別に温度制御することができるので、リブの温度を制御 して、リブをその温

度に応 じて伸縮 させることによ り、熱板本体の反 り変形を積極的に抑制する

ことができる。

０００ 例えば、熱板本体が上面を片面段ボールシー トとライナとに吸熱されて上

面温度が低下すると、熱板本体はリブを備えた下面側を凸に反 り変形させる

応力が発生 してしまうが、このとき、リブが収縮するように温度を低下側に

制御すると、リブによって熱板本体の上記反 り変形に対向する側への応力を

発生させることができ、熱板本体を反 り変形させる応カと、リブのこれと対



向する応カとをバランス させれば、熱板本体の反 り変形を防止することが可

能である。

００3 複数のリブの鉛直方向断面二次モ一メ ン トの総和が熱板本体の鉛直方向断

面二次モ一メ ン トよ りも大きく設定 されることによ り、リブの温度状態に応

じた熱伸縮によって発生する応力を熱板本体の反 り変形の防止に確実に作用

させることができる。特に、リブの温度変化を大きく与えな くても、熱板本

体の反 り変形を防止することが可能になる。

００3 リブの鉛直方向長さを熱板本体の厚みの 2 倍以上とすることによ り、リブ

の鉛直方向断面二次モ一メ ン トを確保 し易 くな り、特に、リブの温度変化を

大きく与えな くても、熱板本体の反 り変形を防止することが可能になる。

熱板本体と リブとを一体に鋳造することによ り、平易な加エ手段を用いな

がら、熱板本体と リブとの間で円滑に応力伝達を行なえるように熱板本体と

リブとを一体構成することができ、リブの温度状態に応 じた熱伸縮によって

発生する応力を熱板本体に確実に伝達 して熱板本体の反 り変形を防止するこ

とが可能になる。

００33 本発明の両面段ボールシー ト製造用熱板及びこれを供えたダブルフェーサ

によれば、熱板本体の内部及びリブの内部の各熱媒体流路にそれぞれ供給状

態 (供給時の温度や供給量等 ) を調整 して熱媒体を流通 させることによ り、

熱板本体及びリブの温度を容易に制御することができ、確実に熱板本体の反

り変形を防止することが可能になる。

００3 第 「及び第 2 の圧力調整弁を用いて、熱板本体及びリブに供給する熱媒体

としての蒸気の圧力を調整することによ り、蒸気の各供給温度を調整するこ

とができ、熱板本体及びリブの温度を容易な操作で調整することができ。熱

板本体の反 り変形の防止も容易に行なう ことが可能になる。

００3 予め用意 されたデータベースに基づいて、両面段ボールシー トの資材条件

及び生産条件に対 して両面段ボールシー トの反 り変形を抑止するのに最適な

、熱板本体と リブとの各目標温度を設定 し、熱板本体と リブとがそれぞれの

目標温度となるように温度調整を行なう ことによ り、両面段ボールシー トの



資材条件及び生産条件に応 じて、両面段ボールシー トの反 り変形を容易に且

つ確実に抑止することができる。

００3 熱板本体及びリブの各検出温度に基づいて、熱板本体と リブとがそれぞれ

の目標温度となるようにフィー ドバック制御を用いて温度調整を行なう こと

によ り、熱板本体及びリブをよ り確実に目標温度に調整することができ、両

面段ボールシー トの反 り変形を容易に且つ確実に抑止することができる。

００3 或いは、熱板本体の変形量と、この熱板本体の変形量を熱板本体の反 り変

形を抑止する目標値に近づけるのに最適な熱板本体および前記 リブに関する

各温度若 しくは各温度操作要素の制御量との対応関係をデータベースに記憶

させ、このデータベースを用いて、検出した熱板本体の変形量から熱板本体

の変形量を目標値に近づける各温度若 しくは制御量を求めて、熱板及び前記

リブの温度を制御することによ り、熱板本体の反 り変形量をよ り確実に調整

することができ、両面段ボールシー トの反 り変形を容易に且つ確実に抑止す

ることができる。

００3 また、検出された熱板本体の変形量が予め設定 された目標値に近づく よう

に熱板及び前記 リブの温度をフィー ドバック制御することによっても、熱板

本体の反 り変形量をよ り確実に調整することができ、両面段ボールシー トの

反 り変形を容易に且つ確実に抑止することができる。

００3 予め用意 されたデータベースに基づいて、両面段ボールシー トの資材条件

及び生産条件に対 して両面段ボールシー トの反 り変形を抑止するのに最適な

、熱板本体及び記 リブに関する各温度操作要素の制御量を設定 し、これらの

制御量に基づいて、熱板本体と リブとの各温度操作要素をそれぞれ制御する

ことによ り、両面段ボールシー トの資材条件及び生産条件に応 じて、両面段

ボールシー トの反 り変形を容易に且つ確実に抑止することができる。

０００ 図 本発明の第 「実施形態にかかる熱板の構成を説明する図であって、図 「

( a ) はその斜視図、図 「 ( b ) はその主要部分の側面図である。

図 本発明の第 「実施形態にかかる熱板のリブの狙いを説明する熱板をシ一



ト流れ方向から見た模式図である。

図3 本発明の第 「実施形態にかかる熱板の剛性を説明する熱板の要部側面図

である。

図 本発明の第 「実施形態にかかる熱板の温度調整系を説明する構成図であ

る。

図 本発明の第 2 実施形態にかかる熱板の温度調整系を説明する構成図であ

る。

図 本発明の第 3 実施形態にかかる熱板の温度調整系を説明する構成図であ

る。

図 本発明の第 実施形態にかかる熱板の温度調整系を説明する構成図であ

る。

図 般的なダブルフェーサの構成図である。

図 背景技術にかかるダブルフェーサの熱板を示す断面図である。

図 ０本発明の課題を説明する熱板及びシー ト材のシー ト流れ方向から見た

模式図である。

符号の説明

「 裏ライナ

2 中芯

3 片面段ボールシー ト

表ライナ

A 口一ル原紙

両面段ボールシー ト

A 紙シー ト (片面段ボールシー ト3 及び表ライナ )

「０ ダブルフェーサ

「 「， 1 3 プレヒータ

1 2 糊付装置

1 熱板群

1 A 熱板



「 加圧装置

「 6 ｱベル トコ ンベア

「 7 下ベル トコ ンベア

「 8 下口一ル群

「 9 ｱ口一ル群

2 ０ ミルロールスタン ド

2 「 蒸気室

2 「 a 蒸気室 2 「の上面

3 ０ 熱板

3 「 熱板本体

3 「 a 放熱面

3 ブ

3 3 端縁部材

０ 温度制御手段

０A 蒸気給排装置 (熱媒体給排装置)

「， 熱媒体流路

3 蒸気供給路

6 蒸気排出路

０A ０ ０C ０D 制御装置

「 制御量設定手段

温度操作要素制御手段

3 目標温度設定手段

3 目標値設定手段

3 偏差算出手段

C D 温度調整手段

6 ０A 6０ 6０C 6０D データベース

6 「， 6 温度センサ (温度検出手段

発明を実施するための最良の形態



００ 以下、図面によ り、本発明の実施の形態について説明する。

第 「実施形態

まず、本発明の第 「実施形態について図面に基づいて説明する。

図 「～図 は本発明の第 「実施形態に係る熱板を説明する図であって、図

「はその斜視図 図 「 ( a ) 及びその主要部分の側面図 図 「 ( b )

図 2 はその剛性を説明する熱板の要部側面図、図 3 はそのリブの狙いを説明

する図、図 はその温度調整系の構成図である。なお、本実施形態にかかる

ダブルフェーサはその熱板を除いて背景技術で説明したものと同様なので、

ダブルフェーサの全体構成は図 6 を流用する。また、熱板については図 6 中

に括弧書きした符号 3 ０を用いて説明する。

００ 3 (ダブルフェーサ)

本実施形態にかかるダブルフェーサは、図 6 に示すように、上流の図示 し

ないシングルフェーサによって、ライナ (裏ライナ ) 「と中芯 2 とを糊付け

されて形成された片面段ボールシー ト3 をプレヒータ 「 「で予熱されて供給

されると共に、ミルロールスタン ド2 ０に装着された口一ル原紙 Aから繰

り出される表ライナ をプレヒータ 「 3 で予熱されて供給 され、片面段ボー

ルシー ト3 と表ライナ とを貼合 して両面段ボールシー ト を製造する。

００ ダブルフェーサ 「０は、水平な加熱面を形成するため複数の熱板 3 ０を水

平方向に直列に並べられてなる熱板群 「 を備え、片面段ボールシー ト3 と

表ライナ とが重ね合わされて熱板群 「 ｱを走行する。熱板群 「 の各熱

板 3 ０の上面は重ね合わされた片面段ボールシー ト3 及び表ライナ (以下

「紙シー ト A」 という。 ) に対する放熱面を形成 し、紙シー ト Aは熱板

上面から受熱 して加熱される。

００ 熱板群 「 の上方には、この熱板群 「 の下流側にわたって、上ベル トコ

ンベア 「 6 と下ベル トコ ンベア 「 7 とが配設される。熱板群 「 ｱ方の上ベ

ル トコ ンベア 「 6 の背面側には、エア加圧装置又は口一ル等によって片面段

ボールシー ト3 及び表ライナ を上方から加圧する加圧装置 「 が設けられ

ている。加圧装置 「 及び熱板群 「 の下流側には下ベル トコ ンベア 「 7 を



背面から支持する下口一ル群 「 8 と、上ベル トコ ンベア 「 6 の背面に

れた上口一ル群 「 9 とが設けられ、紙シー トを上口一ル群 「 9 で加圧 しなが

ら上下ベル トコ ンベア 「 6 及び 「 7 で挟持 し搬送する。

００ そして、ダブルフェーサ 「０の熱板群 「 と加圧装置 「 との間に導入さ

れた紙シー ト Aは、上口一ル群 「 9 で上方から加圧されながら熱板群 「

上を走行 し、熱板群 「 から加熱される。紙シー ト Aは、熱板群 「 から

加熱されることによ り、片面段ボールシー ト3 の中芯 2 の段頂部に塗布され

た生澱粉液が糊化され、その接着力で接着され、両面段ボールシー ト が製

造 される。なお、紙シー ト Aは、例えば 3 ０O 分もの高速で走行する

ため、ダブルフェーサの走行面を数秒で通過する。

００ こう して製造 された両面段ボールシー ト は上ベル トコ ンベア 「 6 及び下

ベル トコ ンベア 「 7 によ り上下から挟持されて搬送され、後エ程に搬出され

る。

(熱板 )

本実施形態にかかる熱板 3 ０は、図 「 ( a ) に示すように、上面に紙シー

ト A を過熱する放熱面 3 「 a を備えたプレー ト状の熱板本体 3 「と、熱板

本体 3 「の下面に熱板本体 3 「の巾方向 (紙シー ト Aの巾方向に相当する

) に延びて熱板本体 3 「と一体に結合 された複数のリブ 3 とをそなえてい

る。 リブ 3 は、熱板 3 ０の設置時に鉛直方向となる方向に長い矩形断面を

有 し、熱板本体 3 「の下面に互いに離間して複数備えられている。なお、木

実施形態では、熱板本体 3 「の巾方向の両端部にシー ト流れ方向 (紙シー ト

Aの搬送方向) に延在する端縁部材 3 3が装備 されて、端縁部材 3 3が図

示 しない支持部材と接合することによ り、熱板本体 3 「が支持される。

００ 8 本実施形態では、熱板 3 ０は鋳造によって熱板本体 3 「と複数のリブ 3

とを同一材料 (鋳鉄 ) で同時に形成されており、熱板本体 3 「と複数のリブ

3 とは初めから一体となっている。ただし、熱板本体 3 「と複数のリブ 3

2 とは、別休で形成 して、その後、強固に結合 して一体化 しても良い。 この

場合、熱板本体 3 「と複数のリブ 3 とを別の材料で形成 してもよい。ただ



し、複数のリブ 3 には、以下の条件が必要である。

００ つま り、リブ 3 は、熱膨張するもの、換言すれば、過熱すると膨張 し、

冷却すると収縮する性質を有するものであること、及び、熱板本体 3 「の剛

性に対 して対向しうる剛性を有 していく こと、が必要である。 これは、木熱

板の熱板本体 3 「の反 り変形を防止或いは抑制する原理に関している。

つま り、熱板 3 ０は、放熱面 3 「 a が紙シー ト A を加熱することによっ

て放熱面 3 a 自身の温度が低下し、熱板木休 3 の厚み方向の温度分布が

上面の放熱面 3 「 a の側が低 く下面の側が高 くなって、図 2 に示すように、

下に凸の反 り変形を生 じるような応力が発生する。熱板 3 ０は、紙シー ト

Aの走行方向長さ」は短 く (通常、 6 ００～「００O 程度 ) 紙シー ト

Aの巾方向長さWは長い (通常、 「 9 ００～2 6 ０O ) ので、紙シー ト

A の走行方向への反 り変形は製造する両面段ボールシー ト の品質への影

響がほとんどないが、紙シー ト A の巾方向への反 り変形は製造する両面段

ボールシー ト の品質への影響が著 しい。

０００ そこで、図 2 に 2 点鎖線で示すように、熱板本体 3 「の巾方向における下

に凸の反 り変形を防止或いは抑制するために、リブ 3 に、これと逆に上に

凸の反 り変形を生 じるような応力を発生させて、熱板本体 3 「の下に凸の反

り変形を生 じるような応力を相殺 しよう とするのが、木熱板 3 ０における反

り変形を防止或いは抑制する原理である。

この原理を実現するには、リブ 3 2 に、上に凸の反 り変形を生 じるような

適切な大きさの応力を発生させることが必要であり、しかも、熱板本体 3 「

の下に凸の反 り変形を生 じるような応力は、種々の条件化で異なるので、リ

ブ 3 に、上に凸の反 り変形を生 じるような応力の値は調整可能でな くては

ならない。本実施形態の熱板 3 ０では、リブ 3 の熱膨張性に着目し、リブ

3 の反 り変形方向 (鉛直方向) の熱分布を不均一になるように操作 して、

この熱分布に応 じた変形応力をリブ 3 に発生させることによ り、熱板本体

3 の下に凸の反 り変形を生 じるよ うな応力を相殺するものとしている。

００ しかし、リブ 3 に対する温度調整範囲は、実際上は限定 されてしまうの



で、リブ 3 の剛性が低いと、リブ 3 に十分な反 り変形応力を発生させる

ことができず、熱板本体 3 「の下に凸の反 り変形を抑止することができない

そこで、リブ 3 には、熱板本体 3 「の剛性に対 して対向しうる剛性を有

することが要求されるのである。

００ 本実施形態では、図 3 に示すように、各 リブ 3 の鉛直方向断面二次モ一

メ ン ト 2が、熱板本体 3 のうちの各 リブ 3 が担当する領域の鉛直方向断

面二次モ一メ ン ト 1 ・よ りも大きく設定 されており、リブ 3 が、熱板本体 3

「の剛性に対 して対向しうる剛性を有する設定 されている。換言すれば、各

リブ 3 の鉛直方向断面二次モ一メ ン ト 1 の合計値が、熱板本体 3 「全体の

鉛直方向断面二次モ一メ ン ト 1 ・よ りも大きく設定 されている。なお、本実施

形態では、熱板本体 3 「と リブ 3 とが同 じ材料であり、ヤング率が等 しい

ため鉛直方向断面二次モ一メ ン トの設定によ り剛性を調整 しているが、熱板

本体 3 「と リブ 3 とが材料が異な りヤング率が異なる場合は、このヤング

率と鉛直方向断面二次モ一メ ン トとの両方によって剛性を調整 してもよい。

００ 3 また、この各 リブ 3 2の断面二次モ一メ ン ト 1 を確保するために、各 リブ

3 の鉛直方向長さを熱板本体 3 「の厚みの少な く とも 2 倍以上に設定 して

いる。

熱板本体 3 「及び複数のリブ 3 の温度を調整するために、熱板本体 3 「

及び複数のリブ 3 の内部には、図 「に示すように、熱媒体としての蒸気 (

例えば、水蒸気 ) が流通する熱媒体流路 「， が設けられ、熱板本体 3

「の内部若 しくは外部には、図 に示すように、熱媒体流路 「， に蒸

気を供給する蒸気供給路 3 と、熱媒体流路 「， の蒸気を排出

する蒸気排出路 6 と、が設けられている。

００ 熱板本体 3 「の内部の熱媒体流路 「は、各 リブ 3 の内部の熱媒体流路

と同様に、巾方向の一端から多端まで延びて、互いに平行に複数本形成

されており、巾方向の一端側には、蒸気供給路 3が各熱媒体流路 に連

通するように接続され、蒸気供給路 3が各熱媒体流路 に連通するよう



に接続されている。また、巾方向の他端側には、蒸気排出路 が各熱媒体

流路 「に連通するように接続され、蒸気排出路 6が各熱媒体流路 に

連通するように接続されている。

００ 各 リブ 3 の内部の熱媒体流路 は、各 リブ 3 の鉛直方向下方、つま

り、熱板本体 3 「から大きく離隔した側にシフ トして配置されている。 これ

は、熱媒体流路 を流通する蒸気によって、上記のように、リブ 3 の鉛

直方向の温度分布を操作 して、リブ 3 に変形応力を発生させるためのもの

で、熱板本体 3 「から大きく離隔した箇所を温度調整する方が、熱板本体 3

「の熱影響がな く、しかも、リブ 3 の鉛直方向中央から離隔しているため

、変形応力を大きく発生させることができるためである。

００ なお、熱板本体 3 「の内部の熱媒体流路 「は、熱板本体 3 「の厚み方向

の中央に設けられているが、熱板本体 3 「の強度等が許せば、熱媒体流路

「を熱板本体 3 「内部の上面 (放熱面 3 「 a ) 側にずらせて設けることが好

ましい。熱媒体流路 「が熱板本体 3 「の放熱面 3 「 a に近ければ、放熱面

3 「 a が紙シー ト A に熱を奪われても速やかに熱を供給でき、熱板本体 3

「の厚み方向 (鉛直方向) の温度勾配自体を抑制でき、その分、各 リブ 3

の負担を軽減できる。

００ そして、これらの蒸気供給路 3 及び蒸気排出路 6 と、図

示 しない蒸気供給源等から、蒸気を蒸気供給路 3 に導入 し、この蒸

気を熱媒体流路 「， に流通 させた後に蒸気排出路 6 を通 じて

排出する蒸気給排装置 (熱媒体給排装置) ０A が構成される。

蒸気供給路 3 には、各熱媒体流路 「に供給する蒸気の蒸気圧を調整す

る電磁式の第 「の圧力調整弁 3 A が装備 され、蒸気供給路 には、各熱

媒体流路 に供給する蒸気の蒸気圧を調整する電磁式の第 2 の圧力調整弁

A が装備 されている。第 「の圧力調整弁 3 A を通 じて蒸気の蒸気圧を

調整することによ り、各熱媒体流路 「に供給する蒸気の温度を調整するこ

とができ、第 2 の圧力調整弁 A を通 じて蒸気の蒸気圧を調整することに

よ り、各熱媒体流路 2 に供給する蒸気の温度を調整することができる。



００ 8 各熱媒体流路 「， に供給 される蒸気は、 「・ ０～「・ 3 P a の飽

和蒸気圧で、最大で 「 8 ０～「 9 。０Cの温度であるが、圧力調整弁 3 A

A を絞って蒸気圧を低下させることによ り、蒸気の温度は低下する。 し

たがって、圧力調整弁 3 A A の開度は、熱媒体流路 「， に供

給 される蒸気の温度と対応するものであり、これらの圧力調整弁 3 A ，

A 及び蒸気給排装置 (熱媒体給排装置) から熱板本体 3 「と複数のリブ 3

2 の温度を制御する温度制御手段 ０が構成される。

００ そして、圧力調整弁 3 A A を自動で制御するために、制御装置

０A が備えられ、制御装置 ０A も温度制御手段 ０の構成要素となってい

る。また、両面段ボールシー ト の資材条件及び生産条件と、この資材条件

及び生産条件に対 して両面段ボールシー ト の反 り変形を抑止するのに最適

な熱板本体 3 「及びリブ 3 に関する各圧力調整弁 (温度操作要素 ) 3 A

A の開度 (制御量 ) との対応関係を記憶 したデータベース 6 ０A が設

けられている。 このデータベース 6 ０A は、各資材条件及び各生産条件によ

って試験をして最適な圧力調整弁 3 A A の開度を求めこれを記憶 し

たものである。

０００ この場合の両面段ボールシー ト の資材条件とは、ライナ 「， 及び中芯

2 の紙質や紙厚、糊付けに用いる糊の材質や倍水比、両面段ボールシー ト

の構成等が含まれ、また、両面段ボールシー ト の生産条件とは、生産速度

や、生産環境 (例えば、温度， 湿度 ) 等が含まれる。

そして、制御装置 ０A には、両面段ボールシー ト の資材条件及び生産

条件が人力されると、データベース 6 ０A を用いて人力された資材条件及び

生産条件に対応 した制御量 (圧力調整弁 3 A A の開度 ) を設定する

機能 ( 御量設定手段 ) 「と、制御量設定手段 「によ り設定 された各制

御量に基づいて、熱板本体 3 「及びリブ 3 の各温度操作要素である圧力調

整弁 3 A A の開度をそれぞれ制御指令する機能 (温度操作要素制御

手段又は温度調整手段 ) 2 とが、ソフ トウェアとして備えられている。

００ ( 用、効果 )



本発明の第 「実施形態にかかる熱板は上述のように構成されているので、

両面段ボールシー ト の資材条件及び生産条件が人力されると、制御装置

０A によ り、人力された資材条件及び生産条件に対応 した制御量 (圧力調整

弁 3 A A の開度 ) が、データベース 6 ０を用いて設定 され、この設

定 された各制御量に基づいて、熱板本体 3 「及びリブ 3 の各温度操作要素

である圧力調整弁 3 A A の開度がそれぞれ制御される。

００ 圧力調整弁 3 A の開度調整によ り調整された蒸気が熱板本体 3 「内部の

熱媒体流路 「に供給 され、熱板本体 3 「の放熱面 3 「 a が紙シー ト A に

熱を奪われても速やかに熱を供給する。 これによ り、熱板本体 3 「の厚み方

向 (鉛直方向) の温度勾配自体が抑制され、熱板本体 3 「の巾方向における

下に凸の反 り変形が抑制されるが、どう しても、この反 り変形の解消には限

度があり、下に凸の反 り変形が残ってしまうか或いはこれと逆に上に凸の反

り変形が生 じてしまうような温度勾配に対応 した応力が熱板本体 3 「内に発

生することがある。

００ 3 これに対 して、圧力調整弁 A の開度調整によ り調整された蒸気が各 リ

ブ 3 内部の熱媒体流路 に供給 され、各 リブ 3 の鉛直方向に温度分布

の不均一を作 って、各 リブ 3 に上に凸の或いは下に凸の反 り変形を発生す

る応力を与え、この応力を熱板本体 3 「内に発生する応力を相殺するように

発生させており、これによ り、熱板本体 3 「の反 り変形を高精度に抑制する

ことができる。特に、両面段ボールシー ト の資材条件及び生産条件が変わ

っても、それぞれの条件に適 した制御が実施されるので、種々の条件化で、

熱板本体 3 「の反 り変形を高精度に抑制することができる。

００ 第 2 実施形態

次に、本発明の第 2 実施形態について図面に基づいて説明する。

図 は本発明の第 2 実施形態に係る熱板の温度調整系の構成図である。木

実施形態では、熱板 自体の構造は第 「実施形態と同様であるが、熱板の温度

調整系が第 「実施形態と異なっている。

つま り、図 に示すように、本実施形態では、データベース 6 ０ に、両



面段ボールシー ト の資材条件及び生産条件と、これらの資材条件及び生産

条件に対 して両面段ボールシー ト の反 り変形を抑止するのに最適な熱板本

体 3 「と リブ 3 との各目標温度との対応関係が記憶 されている。

００ また、熱板本体 3 「及びリブ 3 の温度をそれぞれ検出する温度センサ (

温度検出手段 ) 6 「， 6 を備えている。

そして、制御装置 ０ には、資材条件及び生産条件を人力するとデータ

ベース 6 ０ に記憶 された対応関係から各目標温度を設定する機能 ( 目標温

度設定手段 ) 3 と、目標温度設定手段 3 によ り設定 された各目標温度と

、温度センサ 6 「， 6 によ り検出された熱板本体 3 「及びリブ 3 の温度に

基づいて、熱板本体 3 「及びリブ 3 2の温度がそれぞれの目標値になるよう

にフィー ドバック制御によ り圧力調整弁 3 A Aの開度を増減調整す

る機能 (温度調整手段 ) とが、ソフ トウェアとして備えられている。

００ 本発明の第 2 実施形態にかかる熱板は上述のように構成されているので、

両面段ボールシー ト の資材条件及び生産条件が人力されると、制御装置

０ によ り、目標温度設定手段 3 によ り設定 された各目標温度と、温度セ

ンサ 6 「， 6 によ り検出された熱板本体 3 「及びリブ 3 の温度に基づい

て、熱板本体 3 「及びリブ 3 の温度をそれぞれの目標値になるように、フ

ィー ドバック制御によ り圧力調整弁 3 A Aの開度を調整する。

００ 圧力調整弁 3 Aの開度調整による熱板本体 3 「の温度調整によ り、熱板

本体 3 「の厚み方向 (鉛直方向) の温度勾配自体が抑制され、熱板本体 3 「

の巾方向における下に凸の反 り変形が抑制されるが、どう しても、この反 り

変形の解消には限度があり、下に凸の反 り変形が残ってしまうか或いはこれ

と逆に上に凸の反 り変形が生 じてしまうような熱勾配に対応 した応力が熱板

本体 3 「内に発生することがある。

００ 8 これに対 して、圧力調整弁 Aの開度調整による リブ 3 の温度調整に

よ り、各 リブ 3 の鉛直方向に温度分布の不均一を作 って、各 リブ 3 に上

に凸の或いは下に凸の反 り変形を発生する応力を与え、この応力を熱板本体

3 「内に発生する応力を相殺するように発生させており、これによ り、両面



段ボールシー ト の資材条件及び生産条件が変わっても、それぞれの条件に

適 した制御が実施されるので、種々の条件化で、熱板本体 3 「の反 り変形を

高精度に抑制することができる。

００ 第 3 実施形態

次に、本発明の第 3 実施形態について図面に基づいて説明する。

図 6 は本発明の第 3 実施形態に係る熱板の温度調整系の構成図である。木

実施形態では、制御系の構造は第 2 実施形態と同様であるが、制御に用いる

条件及び検出手段等が第 2 実施形態と異なっている。なお、図 6 において、

図 と同符号は同様のものを示 し、これらの説明は省略又は簡略化する。

０００ 図 6 に示すように、本実施形態では、第 「， 2 実施形態とは異なるデータ

を記憶 したデータベース 6 C をそなえ、また、制御装置 O C には、目標

値設定手段 3 ， 偏差算出手段 3 、及び圧力調整弁 3 A Aの

開度をそれぞれ制御指令する温度調整手段 は温度操作要素制御手段 )

Cの各機能要素が、ソフ トウェアとして備えられている。

００ データベース 6 C には、熱板本体 3 「の反 り変形に対応 した変形量と、

この熱板本体 3 「の変形量を、熱板本体 3 「の反 り変形を抑止する目標値に

近づけるのに最適な熱板本体 3 「及びリブ 3 の各温度操作要素の制御量と

の対応関係 (第 「の対応関係 ) が記憶 されている。

すなわち、熱板本体 3 「及びリブ 3 が基準温度 (例えば、加熱 しない常

温、若 しくは、予め設定 された加熱温度 ) である場合の熱板本体 3 「の変形

量を検出し、この変形量と目標値との偏差を求める。 この偏差を とするに

は、熱板本体 3 「及びリブ 3 の温度を調整すればよい。 この場合の偏差と

、熱板本体 3 「及びリブ 3 の温度の基準温度からの調整量との対応関係は

予め試験等を実施することで求めることができる。

００ なお、熱板本体 3 「及びリブ 3 の温度の基準温度からの調整量とは、木

実施形態では、熱板本体 3 「及びリブ 3 の各温度を操作する温度操作要素

である圧力調整弁 3 A Aの調整量であり、この調整量とは、圧力調

整弁 3 A Aの開度変更量若 しくは開度自体である。



そこで、本実施形態では、データベース 6 C に、予め行なった試験等に

基づいて求めた、変形量と目標値との偏差と、熱板本体 3 「及びリブ 3 の

温度の基準温度からの調整量である圧力調整弁 3 A Aの制御量 (開

度変更量若 しくは開度 ) との対応関係 (ｱ の第 「の対応関係 ) を記憶 させ

ている。

００ 3 また、上記の熱板本体 3 「には熱板本体 「 3 の変形量を検出するために、

熱板変形量センサ (熱板変形量検出手段 ) 7 「が設けられている。

本実施形態の熱板変形量センサ 7 「では、熱板本体 3 「の変形量として、

熱板本体 3 「の反 り変形時に顕著に変位する箇所の変位量 む を測定 している

。つま り、熱板本体 3 「が反 り変形すると、熱板本体 3 「の中央部は下方に

変位 し、熱板本体 3 「の両端部は上方に変位する。そこで、木熱板変形量セ

ンサ 7 「には、熱板本体 3 「の一端部の変位量 む を測定する非接触式の変位

センサ (変位検出手段 ) が用いられている。 この変位センサ 7 「には、例え

ば、渦電流式非接触変位計を用いることができる。

００ なお、熱板変形量センサ 7 「で測定する変位量 む は、上述のごと く反 り変

形と対応する対応する変形量であり、反 り変形の状態を目標状態に抑止する

には、変位量 (変形量 ) 6 を、その目標状態に対応する目標値に操作すれば

よい。

この反 り変形の目標状態、つま り、変位量 (変形量 ) 6の目標値はオペ レ

ータが手動人力 しても良いが、資材条件及び生産条件に応 じて予め実験を実

施することで、資材条件及び生産条件に対する変位量 (変形量 ) 6の目標値

を求めて、これをデータベース化することによ り、資材条件及び生産条件を

人力すれば自動で目標値を設定することができる。

００ 本実施形態では、データベース 6 C に、この資材条件及び生産条件と、

変位量 (変形量 ) 8の目標値との対応関係 (第 2 の対応関係 ) が更に記憶 さ

れている。

この場合の目標値は、熱板本体 3 「の反 り変形を にする値、つま り、変

位量 8 ０が最も一般的な目標値であるが、製品としての両面段ボールシー



トの反 りを無 くすには、熱板本体 3 「が微小な反 り変形を生 じている方が良

い場合 もあり、この場合には、変位量 むの目標値は０以外になる。

００ 制御装置 ０Cの目標値設定手段 3 では、第 2 の対応関係から人力さ

れた資材条件及び生産条件に応 じた目標値を設定する。

また、制御装置 ０Cの偏差算出手段 3 では、熱板変形量センサ 7 「

によ り測定 された変位量 む と、目標値設定手段 3 によ り設定 された目標

値との偏差を算出する。

そして、温度調整手段 Cでは、データベース 6 C に記憶 された第 「

の対応関係から、変位量 (変形量 ) 6 と目標値との偏差を とする熱板本体

3 「及びリブ 3 の温度の基準温度からの調整量 (圧力調整弁 3 A

Aの各開度変更量若 しくは各開度 ) を求めて、この調整量応 じた指令値を出

力 して温度調整要素 (圧力調整弁 3 A A ) を制御する。

００ なお、本実施形態では、第 2 実施形態と同様に、熱板本体 3 「及びリブ 3

2 の温度をそれぞれ検出する温度センサ (温度検出手段 ) 6 「， 6 を備え

ている。 この木実施形態に備えられる温度センサ 6 「， 6 は、第 2 実施形

態のものとは異な り、熱板本体 3 「及びリブ 3 が基準温度であるかの確認

、及び、熱板本体 3 「及びリブ 3 の温度異常を監視するものであり、例え

ば、熱板本体 3 「及びリブ 3 の基準温度が非加熱 (常温 ) 若 しくは圧力調

整弁 3 A Aの開度を予め定めた基準開度とする場合などには省略で

き、必須のものではない。

００ 8 本発明の第 3 実施形態にかかる熱板は上述のように構成されているので、

予め、資材条件及び生産条件を人力すると、目標値設定手段 3 によ り、

データベース 6 C に記憶 された第 2 の対応関係から資材条件及び生産条件

に対応 した変位量 (変形量 ) 6の目標値が設定 される。

そして、熱板本体 3 「及びリブ 3 の温度を基準温度 (例えば、加熱 しな

い常温、若 しくは、予め設定 された加熱温度 ) とした状態で、熱板変形量セ

ンサ 7 によ り検出された熱板本体 3の変位量 (変形量 8 を読み込んで

、偏差算出手段 3 によって、変位量 (変形量 ) 8 と目標値との偏差を求



める。温度調整手段 Cでは、データベース 6 C に記憶 された第 「の対

応関係から、変位量 (変形量 ) 6 と目標値との偏差を とする、つま り、変

位量 (変形量 ) 6が目標値となるような熱板本体 3 「及びリブ 3 の温度の

基準温度からの調整量 (圧力調整弁 3 A A の各開度変更量若 しくは

各開度 ) を求めて、この調整量 (各開度変更量若 しくは各開度 ) に対応 して

圧力調整弁 3 A A の開度を指令操作する。

この結果、熱板本体 3 「の巾方向における下に凸の反 り変形が抑制される

００ なお、圧力調整弁 3 A の開度調整による熱板本体 3 「の温度調整によ り

、熱板本体 3 「の厚み方向 (鉛直方向) の温度勾配自体が抑制され、熱板本

体 3 「の巾方向における下に凸の反 り変形が抑制されるが、どう しても、こ

の反 り変形の解消には限度があり、下に凸の反 り変形が残ってしまうか或い

はこれと逆に上に凸の反 り変形が生 じてしまうような熱勾配に対応 した応力

が熱板本体 3 「内に発生することがある。

００8０ これに対 して、圧力調整弁 A の開度調整による リブ 3 の温度調整に

よ り、各 リブ 3 の鉛直方向に温度分布の不均一を作 って、各 リブ 3 に上

に凸の或いは下に凸の反 り変形を発生する応力を与え、この応力を熱板本体

3 「内に発生する応力を相殺するように発生させており、これによ り、種々

の条件化で、熱板本体 3 「の反 り変形を高精度に抑制することができるので

ある。

００8 第 実施形態

次に、本発明の第 実施形態について図面に基づいて説明する。

図 7 は本発明の第 実施形態に係る熱板の温度調整系の構成図である。木

実施形態では、制御系の構造は第 3 実施形態と同様であるが、制御に用いる

条件及び検出手段等が第 2 実施形態と異なっている。なお、図 7 において、

図 6 と同符号は同様のものを示 し、これらの説明は省略又は簡略化する。

００8 つま り、図 7 に示すように、本実施形態では、第 「， 2 実施形態とは異な

るデータを記憶 したデータベース 6 ０Dをそなえ、また、制御装置 ０Dは



、目標値設定手段 3 ， 偏差算出手段 3 、及びフィー ドバック制御に

よ り圧力調整弁 3 A Aの開度を増減調整する温度調整手段 Dの

各機能をそなえて構成される。

データベース 6 ０Dには、第 3 実施形態の第 2 の対応関係、つま り、資材

条件及び生産条件と、変位量 (変形量 ) 6の目標値との対応関係のみが記憶

されている。

００83 また、目標値設定手段 3 ， 偏差算出手段 3 は第 3 実施形態と同様

のものである。

さらに、第 3 実施形態と同様に、熱板本体 3 「には熱板本体 「 3 の変形量

を検出するために、熱板変形量センサ (熱板変形量検出手段 ) 7 「が設けら

れている。

本実施形態の温度調整手段 Dは、熱板変形量センサ 7 「によ り検出さ

れた変位量 (変形量 ) 6 と目標値設定手段 3 によ り設定 された目標値と

の偏差が偏差算出手段 5 3 によ り算出されると、その偏差の傾向に応 じて、

熱板本体 3 「及びリブ 3 に供給する熱量を予め設定 された一定量だけ増加

又は減少させるようにして熱板本体 3 「及びリブ 3 の温度を調整する。熱

板本体 3 「及びリブ 3 2 に供給する熱量は、具体的には、各温度操作要素で

ある圧力調整弁 3 A Aの開度に応 じるので、上記の偏差の傾向に応

じて、各圧力調整弁 3 A Aの開度を一定量だけ増加又は減少させる

００8 つま り、本実施形態では、熱板本体 3 「の反 り変形と対応する対応する変

形量である熱板変形量センサ 7 「で測定 された変位量 む を常時又は周期的に

読み込んで、この変位量 む に対 して、熱板本体 3 「及びリブ 3 に供給する

熱量をフィー ドバック制御 して、熱板本体 3 「の反 り変形を抑止するように

構成 している。

なお、熱板本体 3 「及びリブ 3 に供給する熱量変更に対する熱板本体 3

「の反 り変形の応答性は必ずしも高いものではないので、この応答性を考慮

してフィー ドバック制御の周期を設定することが好ましい。



００8 また、本実施形態でも、第 2 ， 3 実施形態と同様に、熱板本体 3 「及びリ

ブ 3 の温度をそれぞれ検出する温度センサ (温度検出手段 ) 6 「， 6 を

備えているが、これは、熱板本体 3 「及びリブ 3 の基準温度が非加熱 (常

温 ) 若 しくは圧力調整弁 3 A 4 Aの開度を予め定めた基準開度とする

場合などには省略でき、必須のものではない。

００8 本発明の第 実施形態にかかる熱板は上述のように構成されているので、

予め、資材条件及び生産条件を人力すると、目標値設定手段 3 によ りデ

ータベース 6 C に記憶 された第 2 の対応関係から資材条件及び生産条件に

対応 した変位量 (変形量 ) 8の目標値を設定する。

そして、偏差算出手段 3 によ り、熱板変形量センサ 7 「によ り検出され

た熱板本体 「 3 の変位量 (変形量 ) dを読み込んで、変位量 (変形量 ) 8 と

目標値との偏差を求める。

温度調整手段 Dでは、その偏差の傾向に応 じて、各圧力調整弁 3 A

Aの開度を一定量だけ増加又は減少させて、熱板本体 3 「及びリブ 3

2 に供給する熱量を予め設定 された一定量だけ増加又は減少させる。

００8 この結果、熱板本体 3 「の巾方向における下に凸の反 り変形が抑制される

なお、第 3 ， 実施形態においては、データベース 6 ０C 6 ０Dに、両

面段ボールシー トの資材条件及び生産条件と、変位量 (変形量 ) 6の目標値

との対応関係 (第 2 の対応関係 ) が記憶 されているが、例えば、変位量 (変

形量 ) 6の目標値が一定値 (例えば、 8 ０) であったり、かかる目標値を

手動人力 したりする場合には、第 2 の対応関係を記憶 したデータベースは省

略することができる。

００88 (その他 )

以上、本発明の実施の形態について説明したが、本発明はこれらの実施形

態に限定 されるものではな く、本発明の趣旨を逸脱 しない範囲で、実施形態

の構成を適宜変更 して実施 しうるものである。

００8 例えば、上記の実施形態では、蒸気を熱媒体としているが、オイルやグ リ



セ リン等の他の熱媒体を利用 しても良 く、更には、温度制御手段としてはこ

のような熱媒体を利用するものに限らず、例えば電熱式のものでもよい。

また、圧力調整弁 3 A A等の各 リブ 3 の温度を操作する温度操

作要素の駆動についても、電磁式に限らず、ダイヤフラムを用いた流体圧式

アクチュエータ等を利用 したものでもよい。

０００ また、各 リブ 3 の温度制御は、自動に限らずオペ レータの手動によって

行なってもよい。 この場合、データベース 6 ０Aから、当該生産時の資材条

件及び生産条件に対 して両面段ボールシー ト の反 り変形を抑止するのに最

適な熱板本体 3 「及びリブ 3 に関する各圧力調整弁 (温度操作要素 ) 3

A ， Aの開度 (制御量 ) 等をディス プレイ表示 して、オペ レータはこの

ディス プレイ表示された各圧力調整弁 (温度操作要素 ) 3 A Aの開

度 (制御量 ) 等を参照 して温度制御にかかる操作を行なえば、手動であって

も、容易に適切な操作を行なう ことができる。

００ また、本発明では、熱板本体 3 「及びリブ 3 の温度を調整する温度操作

要素であれば何れのものであっても、かかる温度を調整する対象とすること

ができ、各実施形態の圧力調整弁 3 A Aの開度に限定 されるもので

はない。

産業上の利用可能性

００ 本発明によれば、段ボール紙を製造するダブルフェーサにおいて、熱板の

上下両面の温度差を減少させても温度差が解消されない条件下でも、リブに

よって熱板の温度差に起因した熱変形を抑えることができるので、熱板の熱

変形に起因した両面段ボールシー トの上下方向の反 りをな く し、品質向上を

図ることができる。



請求の範囲

請求項 帯状の片面段ボールシー トとライナとを貼合 して両面段ボールシー

トを製造するダブルフェーサに備えられ、重ね合わせて糊付けされた

前記片面段ボールシー トと前記ライナとが上面側を走行するように水

平に備えられる、両面段ボールシー ト製造用熱板であって、

前記熱板の木体の下面側に、前記熱板本体の巾方向に延びて前記熱

板本体と一体に結合 された熱膨張可能な リブが備えられると共に、

前記熱板木休及び前記 リブの温度を個別に制御する温度制御手段が

備えられている

ことを特徴 とする、両面段ボールシー ト製造用熱板。

請求項 前記 リブは、前記熱板本体の下面側に互いに離間して平行に複数設

けられ、

前記複数の前記 リブの鉛直方向断面二次モ一メ ン トの総和は、これ

に対応する前記熱板本体の鉛直方向断面二次モ一メ ン トよ りも大きく

設定 されている

ことを特徴 とする、請求項 「記載の両面段ボールシー ト製造用熱板。

請求項3 前記 リブの鉛直方向長さは、前記熱板本体の厚みの 2 倍以上である

ことを特徴 とする、請求項 「又は 2 載の両面段ボールシー ト製造用

熱板。

請求項 前記熱板木休と前記 リブとは、一体に鋳造 されて形成されている

ことを特徴 とする、請求項 「～3 の何れか 「項に記載の両面段ボール

シー ト製造用熱板。

請求項 前記温度制御手段は、前記熱板本体の内部及び前記 リブの内部にそ

れぞれ配設され熱媒体が流通する熱媒体流路と、前記熱板本体及び前

記 リブのそれぞれの前記熱媒体流路に、前記熱媒体を給排する熱媒体

給排装置とを備え、

前記熱媒体給排装置は、前記熱媒体の供給状態を調整することによ

り前記熱板木休及び前記 リブの温度を個別に制御可能である



ことを特徴 とする、請求項 「～ の何れか 「項に記載の両面段ボール

シー ト製造用熱板。

請求項 前記熱媒体は蒸気であって、

前記熱媒体給排装置は、前記熱媒体流路に前記蒸気を供給する蒸気

供給路と、前記蒸気供給路から前記熱板本体の前記熱媒体流路に供給

する前記蒸気の圧力を調整する第 「の圧力調整弁 と、前記蒸気供給路

から前記 リブの前記熱媒体流路に供給する前記蒸気の圧力を調整する

第 2 の圧力調整弁 と、をそなえている

ことを特徴 とする、請求項 載の両面段ボールシー ト製造用熱板。

請求項 前記温度制御手段には、前記両面段ボールシー トの資材条件及び生

産条件と、前記資材条件及び前記生産条件に対 して前記両面段ボール

シー トの反 り変形を抑止するのに最適な前記熱板木休と前記 リブとの

各目標温度との対応関係を記憶 したデータベースが接続され、

前記温度制御手段は、前記資材条件及び前記生産条件を人力すると

前記データベースに記憶 された前記対応関係から前記各目標温度を設

定する目標温度設定手段と、

前記目標温度設定手段によ り設定 された前記各目標温度に基づいて

、前記熱板本体及び前記 リブの温度をそれぞれ調整する温度調整手段

と、を備えている

ことを特徴 とする、請求項 「～6 の何れか 「項に記載の両面段ボール

シー ト製造用熱板。

請求項8 前記熱板木休及び前記 リブの温度をそれぞれ検出する温度検出手段

を備え、

前記温度制御手段は、前記温度検出手段によ り検出された前記熱板

本体及び前記 リブの温度に基づいて、前記熱板本体及び前記 リブの温

度が前記各目標温度に近づく ようにフィー ドバック制御を実施する

ことを特徴 とする、請求項 7 載の両面段ボールシー ト製造用熱板。

請求項 前記温度制御手段には、



前記熱板木休の反 り変形に対応する変形量と、前記熱板本体の変形

量を前記熱板本体の反 り変形を抑止する目標値に近づけるのに最適な

前記熱板本体および前記 リブに関する各温度若 しくは各温度操作要素

の制御量との対応関係を記憶 したデータベースが接続されると共に、

前記熱板木休の変形量を検出する熱板変形量検出手段を備え、

前記温度制御手段は、前記データベースに記憶 された対応関係を用

いて、前記熱板変形量検出手段によ り検出された前記熱板木休の変形

量に基づいて前記熱板本体の変形量が前記目標値に近づける前記各温

度若 しくは前記制御量によって前記熱板及び前記 リブの温度を制御す

る

ことを特徴 とする、請求項 「～6 の何れか 「項に記載の両面段ボール

シー ト製造用熱板。

請求項 ０ 前記熱板木休の変形量を検出する熱板変形量検出手段を備え、

前記温度制御手段は、前記熱板変形量検出手段によ り検出された前

記熱板本体の変形量が予め設定 された目標値に近づく ように前記熱板

及び前記 リブの温度をフィー ドバック制御する

ことを特徴 とする、請求項 「～6 の何れか 「項に記載の両面段ボール

シー ト製造用熱板。

請求項 前記温度制御手段には、

前記両面段ボールシー トの資材条件及び生産条件と、前記資材条件

及び前記生産条件に対 して前記両面段ボールシー トの反 り変形を抑止

するのに最適な前記熱板本体及び前記 リブに関する各温度操作要素の

制御量との対応関係を記憶 したデータベースが接続されると共に、

前記資材条件及び前記生産条件を人力すると前記データベースに記

憶 された前記対応関係から前記各温度操作要素の制御量を設定する制

御量設定手段と、

前記制御量設定手段によ り設定 された前記各制御量に基づいて、前

記熱板本体及び前記 リブの前記各温度操作要素をそれぞれ制御する温



度操作要素制御手段と、を備えている

ことを特徴 とする、請求項 「～6 の何れか 「項に記載の両面段ボール
，ン一 ト製造用熱板。

請求項 請求項 「～「 「の何れか 「項記載の両面段ボールシー ト製造用熱板

をそなえた

ことを特徴 とする、ダブルフェーサ。
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補正された請求の範囲
2００年4月 5 日( 5 ０4 2００)国際事務局受理

請求項 補正後 ) 帯状の片面段ボールシー トと ライナ とを貼合 して両面段ボール

シー トを製造するダブルフェーサに備 え られ、重ね合わせて糊付けさ

れた前記片面段ボールシー トと前記 ライナ とが上面側を走行する よ ぅ

に水平に備 え られる、両面段ボールシー ト製造用熱板であって、

前記熱板の本体の下面側に、前記熱板本体の巾方向に延びて前記熱

板本体 と一体に結合 された熱膨張可能な リブが備 え られる と共に、

前記熱板本体及ぴ前記 リブの温度 を個別に制御する温度制御手段

が備 え られ、

前記温度制御手段 には、前記両面段ボールシー トの資材条件及ぴ生

産条件 と、前記資材条件及ぴ前記生産条件に対 して前記両面段ボール

シー トの反 り変形 を抑止するのに最適 な前記熱板本体 と前記 リブ と

の各 目標温度 との対応関係 を記憶 したデータベース が接続 され、

前記温度制御手段は、前記資材条件及び前記生産条件を入力する と

前記デー タベース に記憶 された前記対応 関係 から前記各 目標温度 を

設定する 目標温度設定手段 と、

前記 目標温度設定手段 によ り設定 された前記各 目標 温度 に基づい

て、前記熱板本体及び前記 リブの温度 をそれぞれ調整する温度調整手

段 と、を備 えている

ことを特徴 とする、両面段ボールシー ト製造用熱板。

請求項 2 補正後 ) 前記熱板本体及び前記 リブの温度をそれぞれ検出する温度検出

手段 を備 え、

前記温度制御手段は、前記温度検出手段 によ り検 出された前記熱板

本体及ぴ前記 リブの温度に基づいて、前記熱板本体及び前記 リブの温

度が前記各 目標温度に近づく よ う にフィー ドバ ック制御を実施する

ことを特徴 とする、請求項 ュ 記載の両面段ボールシー ト製造用熱板。

補正された用紙 (条約第 9条 )
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請求項 3 補正後 ) 帯状の片面段ボールシー トと ライナ とを貼合 して両面段ボール

シー トを製造するダブルフェーサに備 え られ、重ね合わせて糊付け さ

れた前記片面段ボールシー トと前記 ライナ とが上面側を走行する よ ぅ

に水平に備 え られる、両面段ボールシー ト製造用熱板であって、

前記熱板の本体の下面側に、前記熱板本体の巾方向に延ぴて前記熱

板本体 と一体に結合 された熱膨張可能な リブが備 え られる と共に、

前記熱板本体及び前記 リブの温度 を個別に制御する温度制御手段

が備 え られ、

前記温度制御手段には、

前記両面段ボールシー トの資材条件及ぴ生産条件 と、前記資材条件

及ぴ前記生産条件 に対 して前記両面段 ボールシー トの反 り変形 を抑

止する のに最適 な前記熱板本体及び前記 リブに関する各温度操作要

素の制御量 との対応関係 を記憶 したデータベース が接続 される と共

に、

前記資材条件及び前記生産条件 を入カする と前記デー タベース に

記憶 された前記対応 関係 から前記各温度操作要素の制御量 を設 定す

る制御量設定手段 と、

前記制御量設定手段によ り設定 された前記各制御量に基づいて、前

記熱板本体及ぴ前記 リ ブの前記各温度操作要素 をそれぞれ制御する

温度操作要素制御手段 と、を備 えている

ことを特徴 とする、両面段ボールシー ト製造用熱板。

請求項 4 補正後 ) 前記 リブは、前記熱板本体の下面側に互いに離間して平行に複

数設 け られ、

前記複数の前記 リブの鉛直方向断面二次モ一メ ン トの総和は、 これ

に対応する前記熱板本体の鉛直方向断面二次モ一メ ン トよ り も大き

く設定 されている

こ とを特徴 とする、請求項 ～3 の何れか 項に 2 記載の両面段 ボー

ルシー ト製造用熱板。

補正された用紙 (条約第 9条 )



請求項 5 補正後 ) 前記 ソ ブの鉛直方向長 さは、前記熱板本体の厚みの 2 倍以上で

ある

こ とを特徴 とする、請求項 ～4 の何れか ェ 項に記載の両面段ボール

シー ト製造用熱板。

請求項 6 補正後 ) 前記熱板本体 と前記 リブ とは、一体に鋳造 されて形成 されてい

ことを特徴 とする、請求項 ～5 の何れか 項に記載の両面段ボール

シー ト製造用熱板。

請求項 7 補正後 ) 前記温度制御手段は、前記熱板本体の内部及び前記 リブの内部

にそれぞれ配設 され熱媒体が流通する熱媒体流路 と、前記熱板本体及

び前記 リブのそれぞれの前記熱媒体流路 に、前記熱媒体を給排する熱

媒体給排装置 とを備 え、

前記熱媒体給排装置は、前記熱媒体の供給状態 を調整する こ とによ

り前記熱板本体及び前記 リブの温度 を個別に制御可能である

ことを特徴 とする、請求項 ～6 の何れか 項に記載の両面段ボール

シー ト製造用熱板。

請求項 8 補正後 ) 前記熱媒体は蒸気であって、

前記熱媒体給排装置は、前記熱媒体流路 に前記蒸気 を供給する蒸気

供給路 と、前記蒸気供給路から前記熱板本体の前記熱媒体流路 に供給

する前記蒸気の圧力を調整する第 の圧力調整弁 と、前記蒸気供給路

から前記 リブの前記熱媒体流路 に供給する前記蒸気 の圧力を調整す

る第 2 の圧力調整弁 と、をそなえている

ことを特徴 とする、請求項 7 記載の両面段ボールシー ト製造用熱板。

請求項 9 削除 )

請求項 ０ 削除 )

請求項 削除 )

請求項 2 補正後 ) 請求項 ～8 の何れか 項に記載の両面段ボールシー ト製造

補正された用紙 (条約第 9条 )
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用熱板 をそなえた

ことを特徴 とする、ダブルフェーサ

補正された用紙 (条約第 9条 )
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条約第 9 条 ( ) に基づ く説明書

補正後 の請求項 工 は、補正前の請求項 を補正前の請求項 7 で限定 し

たものである。

補正後 の請求項 2 は、補正前の請求項 8 を繰 り上げて引用請求項番号

を変更 したものである。

補正後 の請求項 3 は、補正前の請求項 を補正前の請求項 で限定

したものである。

補正後 の請求項 4 は、補正前の請求項 2 を繰 り下げて引用請求項番号

を変更 したものである。

補正後 の請求項 5 は、補正前の請求項 3 を繰 り下げて引用請求項番号

を変更 したものである。

補正後 の請求項 6 は、補正前の請求項 4 を繰 り下げて引用請求項番号

を変更 したものである。

補正後 の請求項 7 は、補正前の請求項 5 を繰 り下げて引用請求項番号

を変更 したものである。

補正後 の請求項 8 は、補正前の請求項 6 を繰 り下げて引用請求項番号

を変更 したものである。

請求項 9 ， は削除 した。

補正後 の請求項 2 は、引用請求項番号を変更 したものである。
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C (続き) 関連する 沼められる文献
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カテ リ 引用文献名 及ひ一部の箇所か関連する ときは、その関連する箇所の表示 大項の番号
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